
伊勢崎市議会議員及び伊勢崎市長の選挙における選挙運動用自動車の使用等

の公営に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２８年１０月５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第４４号 

伊勢崎市議会議員及び伊勢崎市長の選挙における選挙運動用自動車の使

用等の公営に関する条例の一部を改正する条例 

 伊勢崎市議会議員及び伊勢崎市長の選挙における選挙運動用自動車の使用等

の公営に関する条例（平成１７年伊勢崎市条例第７号）の一部を次のように改

正する。 

 第４条第２号ア中「１万５，３００円」を「１万５，８００円」に改め、同

号イ中「７，３５０円」を「７，５６０円」に改める。 

第９条第１号中「５１０円４８銭」を「５２５円６銭」に、「３０万１，８

７５円」を「３１万５００円」に改め、同条第２号中「２６円７３銭」を「２

７円５０銭」に、「５５万７，１１５円」を「５７万３，０３０円」に改める。 

第１３条及び第１４条中「７円３０銭」を「７円５１銭」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の伊勢崎市議会議員及び伊勢崎市長の選挙における

選挙運動用自動車の使用等の公営に関する条例の規定は、この条例の施行の

日（以下「施行日」という。）以後その期日を告示される選挙について適用

し、施行日の前日までにその期日を告示された選挙については、なお従前の

例による。 

 

 

伊勢崎市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 



  平成２８年１０月５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第４５号 

伊勢崎市手数料条例の一部を改正する条例 

 伊勢崎市手数料条例（平成１７年伊勢崎市条例第８０号）の一部を次のよう

に改正する。 

別表第１の１の項中「３００円」の次に「（特定端末機（地方公共団体情報

システム機構の使用に係る電子計算機を経由して、本市の使用に係る電子計算

機と電気通信回線で接続された通信端末機器であって、証明書を交付する機能

を有するものをいう。以下同じ。）による交付にあっては、１件につき２００

円）」を加え、同表４の項中「４５０円」の次に「（特定端末機による交付にあ

っては、１通につき３５０円）」を加え、同表１０の項中「３００円」の次に

「（特定端末機による交付にあっては、１通につき２００円）」を加え、同表１

５の項中「３００円」の次に「（特定端末機による交付にあっては、１枚につ

き２００円）」を加える。 

附 則 

この条例は、平成２８年１０月１１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市印鑑条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２８年１０月５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第４６号 

伊勢崎市印鑑条例の一部を改正する条例 

 伊勢崎市印鑑条例（平成１７年伊勢崎市条例第１０８号）の一部を次のよう

に改正する。 



第２条第１項中「、本市」を「本市」に改める。 

第４条中「登録申請者」を「印鑑登録申請者」に、「又は」を「及び」に改

める。 

第９条を次のように改める。 

（印鑑登録原票の登録事項の修正） 

第９条 市長は、住民基本台帳に記録されている事項に変更があったときは、

印鑑登録原票の登録事項について職権で修正するものとする。 

第１２条第２項中「前項」を「前２項」に改め、同項を同条第３項とし、同

条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、印鑑登録者が同項の申請をするときは、印鑑登

録証を添えることに代えて、個人番号カード（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第

２条第７項の個人番号カードをいう。以下同じ。）を自ら提示することによ

り申請することができる。この場合において、必要に応じて当該申請をした

者が本人であることを規則で定めるところにより確認するものとする。 

第１７条を第１８条とし、第１４条から第１６条までを１条ずつ繰り下げる。 

第１３条第２項中「証明は、」の次に「印鑑登録者に係る印影の写し（印鑑

登録原票に登録されている印影を光学画像読取装置により読み取って磁気ディ

スクに記録し、これを電子機器から打ち出したものを含む。）に第６条第１項

第３号から第５号までに掲げる事項を記載した」を加え、「磁気ディスク等を

用いて作成し、これを交付」を「電子計算機で作成」に改め、同条第３項を削

り、同条第４項中「第２項」を「前項」に改め、同項を同条第３項とし、同条

を第１４条とする。 

第１２条の次に次の１条を加える。 

（特定端末機による印鑑登録証明書の交付申請等） 

第１３条 前条の規定にかかわらず、印鑑登録者は、個人番号カードを利用し

て、特定端末機（地方公共団体情報システム機構の使用に係る電子計算機を

経由して、本市の使用に係る電子計算機と電気通信回線で接続された通信端

末機器であって、証明書を交付する機能を有するものをいう。）に暗証番号

（電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律



施行規則（平成１５年総務省令第１２０号）第４２条第２項の規定により設

定された暗証番号をいう。）を入力することにより、印鑑登録証明書の交付

を市長に申請し、その交付を受けることができる。 

２ 前項の場合において、利用することができる個人番号カードは、電子署名

等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成１４

年法律第１５３号）第２２条第７項の規定により同条第１項の利用者証明用

電子証明書が記録されているものに限るものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年１０月１１日から施行する。ただし、第２条第１

項及び第４条の改正規定並びに第１３条の改正規定（同条を第１４条とする

部分を除く。）は、公布の日から施行する。 

（伊勢崎市手数料条例の一部改正） 

２ 伊勢崎市手数料条例（平成１７年伊勢崎市条例第８０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 別表第１の１５の項中「第１２条第２項」を「第１２条第３項（特定端末

機による交付にあっては、第１３条第１項）」に改める。 

 

 

 伊勢崎市地域改善対策施設条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２８年１０月５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第４７号 

伊勢崎市地域改善対策施設条例の一部を改正する条例 

 伊勢崎市地域改善対策施設条例（平成１７年伊勢崎市条例第１３３号）の一

部を次のように改正する。 

別表橘笹霊園の項を削る。 

   附 則 



 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市ひとり親家庭等小学校入学準備金条例をここに公布する。 

  平成２８年１０月５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第４８号 

伊勢崎市ひとり親家庭等小学校入学準備金条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、ひとり親家庭等の児童が小学校に入学する場合に小学校

入学準備金（以下「準備金」という。）を支給することにより、ひとり親家

庭等の経済的負担の軽減を図るとともに、児童の健全な育成及び福祉の増進

を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において「児童」とは、満６歳に達した日の翌日以後におけ

る最初の学年に就学する予定の者であって、住民基本台帳法（昭和４２年法

律第８１号）に基づき本市の住民基本台帳に記録されているものをいう。 

２ この条例において「小学校」とは、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）

に規定する小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部をい

う。 

３ この条例において「ひとり親家庭等」とは、次の各号のいずれかに該当す

る児童（規則で定める状態にある児童を除く。）の父又は母がその児童を監

護する家庭をいう。 

⑴ 父又は母が死亡した児童 

⑵ 父母が婚姻を解消した児童 

⑶ 父又は母の生死が明らかでない児童 

⑷ その他前３号に準じる状態にある児童で規則で定めるもの 

４ この条例において「養育者」とは、次の各号のいずれかに該当する児童と



同居して、その児童を監護し、かつ、主として生計を維持する者であって、

父母及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号に

規定する里親以外のものをいう。 

⑴ 父母が死亡した児童 

⑵ 前項各号のいずれかに掲げる児童であって父又は母が監護しないもの 

５ この条例にいう「父」には、母が児童を懐胎した当時婚姻の届出をしてい

ないが、その母と事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含み、「婚姻」

には、婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合

を含むものとする。 

 （支給対象者） 

第３条 準備金は、次の各号のいずれかに該当するひとり親家庭等の父若しく

は母又は養育者に支給する。 

⑴ 住民基本台帳法に基づく本市の住民基本台帳への記録が、児童の小学校

入学の前年１０月１日以前から継続し、かつ、日本の国籍を有する者 

⑵ 次のいずれかに該当する者で、住民基本台帳法に基づく本市の住民基本

台帳への記録が、児童の小学校入学の前年１０月１日以前から継続してい

るもの 

ア  出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第２

の上欄の永住者の在留資格をもって在留する者 

イ  日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管

理に関する特例法（平成３年法律第７１号）に定める特別永住者 

２ 前項の規定にかかわらず、父又は母が現に事実上婚姻関係にあるときは、

準備金を支給しない。 

 （支給の申請） 

第４条 準備金の支給を受けようとする者は、市長が規則で定める期間にその

旨を市長に申請しなければならない。 

 （支給の決定） 

第５条 準備金の支給は、前条の規定による申請に基づき市長が決定する。 

２ 市長は、前項の決定をしたときは、前条の規定による申請をした者に対し

通知するとともに、準備金を支給することを決定した場合は、当該申請をし



た者に対し、準備金を支給する。 

 （準備金の額） 

第６条 準備金の額は、児童１人につき２万５，０００円１回限りとする。 

 （準備金の返還） 

第７条 市長は、偽りその他不正の手段によって準備金の支給を受けた者があ

るときは、その者が受けた金額の全部の返還を命ずることができる。 

 （未支給の準備金） 

第８条 市長は、第４条の規定による申請をした者が死亡した場合において、

その者に支給すべき準備金で未支給の準備金があるときは、市長が認めた者

に準備金を支給することができる。 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２８年１０月５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第４９号 

伊勢崎市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例 

 伊勢崎市放課後児童クラブ条例（平成１７年伊勢崎市条例第１３８号）の一

部を次のように改正する。 

第２条の表伊勢崎市殖蓮小学校放課後児童クラブの項の次に次のように加え

る。 

伊勢崎市三郷小学校放課後児童クラブ 伊勢崎市波志江町１６５６番地２ 

第３条及び第４条を削る。 

 第５条の見出しを「（事業）」に改め、同条中「指定管理者」を「放課後児童



クラブ（以下「児童クラブ」という。）」に、「業務を」を「事業を」に改め、

「ものとする」を削り、同条第２号を次のように改める。 

⑵ その他児童クラブの設置目的を達成するために必要な事業 

 第５条第３号を削り、同条を第３条とし、同条の次に次の２条を加える。 

（職員） 

第４条 児童クラブに所長その他必要な職員を置く。 

２ 市長は、伊勢崎市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成２６年伊勢崎市条例第３４号）に定めるところにより、児

童クラブに放課後児童支援員（同条例第１１条第１項に規定する放課後児童

支援員をいう。）を置かなければならない。 

（利用時間） 

第５条 児童クラブの利用時間は、学校の放課後から午後７時までとする。 

２ 学校の休業日に当たる場合の利用時間は、午前８時から午後７時までとす

る。 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長は、学校の行事その他の特別の事情があ

ると認めるときは、利用時間を変更することができる。 

 第６条を次のように改める。 

（休所日） 

第６条 児童クラブの休所日は、次のとおりとする。 

⑴ 日曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

⑶ １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除く。） 

⑷ その他市長が特に必要と認めた日 

 第１１条から第１３条までを削り、第１４条を第１１条とし、第１５条から

第１７条までを３条ずつ繰り上げ、第１４条の次に次の３条を加える。 

 （指定管理者による管理） 

第１５条 市長は、児童クラブの管理運営上必要があると認めるときは、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次

に掲げる者のうち市長が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に児

童クラブの管理を行わせることができる。 



⑴ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２２条に規定する社会福祉法

人 

⑵ 児童福祉法第３４条の８第２項の規定に基づき、現に放課後児童健全育

成事業を行うものとして届け出ているもの 

２ 指定管理者は、児童クラブの管理の業務を行うに当たっては、関係法令、

条例及びこの条例を遵守するとともに、児童クラブの設置目的に従い最も効

果的な管理運営に努め、児童クラブを利用する児童に対し良質なサービスを

提供しなければならない。 

３ 第１項の規定により、指定管理者に児童クラブの管理を行わせる場合にお

いて、第４条第１項中「所長その他必要な職員」とあるのは「必要な職員」

と、同条第２項中「市長」とあるのは「指定管理者」と読み替えるものとす

る。 

（指定管理者の指定の手続等） 

第１６条 指定管理者を指定する手続等については、伊勢崎市公の施設に係る

指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年伊勢崎市条例第５８号）

の規定による。 

（指定管理者が行う業務） 

第１７条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

⑴ 第３条に掲げる事業に関する業務 

⑵ 児童クラブの施設及び設備の維持管理に関する業務 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、児童クラブの管理に関する業務に関し市長

が必要と認める業務 

第１８条を第１９条とし、第１７条の次に次の１条を加える。 

（指定管理者の管理の期間） 

第１８条 指定管理者が児童クラブの管理を行う期間は、指定を受けた日の属

する年度の翌年度の４月１日（当該指定を受けた日が４月１日である場合は、

当該日）から起算して５年の間とする。ただし、再指定を妨げない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 



 （伊勢崎市児童館条例の一部改正） 

２ 伊勢崎市児童館条例（平成１７年伊勢崎市条例第１３７号）の一部を次の

ように改正する。 

  第５条中「第１３８号）」の次に「第４条第２項及び」を加え、「第１０条」

を「第１３条」に改め、「及び第１３条から第１６条まで」を削る。 

 

 

 伊勢崎市こども発達支援センター条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。 

  平成２８年１０月５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第５０号 

伊勢崎市こども発達支援センター条例の一部を改正する条例 

 伊勢崎市こども発達支援センター条例（平成２３年伊勢崎市条例第２０号）

の一部を次のように改正する。 

第１０条第１項第１号中「及び土曜日」を削る。 

   附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

 伊勢崎市障害者センター条例をここに公布する。 

  平成２８年１０月５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第５１号 

伊勢崎市障害者センター条例 

 （設置） 



第１条  障害者及び障害児（以下「障害者等」という。）の活動及び交流の促

進を図るとともに、障害者等の自立及び社会参加のための総合的な支援を実

施し、もって障害者福祉の増進に寄与するため、障害者センターを設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 障害者センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

 名称 伊勢崎市障害者センター 

 位置 伊勢崎市西田町７１番地 

 （事業） 

第３条  伊勢崎市障害者センター（以下「障害者センター」という。）は、次

に掲げる事業を行う。 

⑴ 障害者等に係る福祉活動のための施設の供与に関する事業 

⑵ 障害者等に係る団体の支援に関する事業 

⑶ 障害者等の自立及び社会参加のための総合的な支援に関する事業 

⑷ その他障害者センターの設置目的を達成するために必要な事業 

 （職員） 

第４条 障害者センターに所長その他必要な職員を置く。 

 （開所時間） 

第５条 障害者センターの開所時間は、午前８時３０分から午後１０時までと

する。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、前項に規定する開所時間を変更する

ことができる。 

 （利用時間） 

第６条 障害者センターの別表に定める施設及びその附属設備（以下「貸出施

設」という。）の利用時間は、前条に定める開所時間以内とし、準備又は原

状に復するために要する時間を含むものとする。 

 （休所日） 

第７条 障害者センターの休所日は、１２月２９日から翌年の１月３日までの

日とする。 

２ 市長は、前項に規定する休所日のほか、障害者センターの管理上必要があ

ると認めるときは、臨時に休所日を定め、又は休所日に開所することができ



る。 

 （利用者の範囲） 

第８条 貸出施設を利用することができるものは、次の各号のいずれかに該当

するものとする。 

⑴ 本市に居住する障害者等並びにその家族及び介護者 

⑵ 本市において障害福祉を目的に活動する個人又は団体 

⑶ その他市長が必要と認めたもの 

２ 前項の規定にかかわらず、前項各号に掲げるもの（以下「障害者団体等」

という。）以外のものは、障害者団体等の利用を妨げない範囲において、貸

出施設を利用することができる。 

（利用の許可） 

第９条 貸出施設を利用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなけ

ればならない。許可に係る事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 市長は、前項の許可をする場合において、障害者センターの管理上必要な

条件を付することができる。 

３ 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、貸出施設の利用

を許可しない。 

⑴ その利用が障害者センターの設置の目的に反するとき。 

⑵ その利用が公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

⑶ その利用が貸出施設を損傷し、又は滅失するおそれがあるとき。 

⑷ その他障害者センターの管理上支障があるとき。 

 （利用権の譲渡等の禁止） 

第１０条  前条の規定による利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）

は、その権利を他人に譲渡し、又は転貸してはならない。 

 （特別の設備の制限） 

第１１条 利用者は、貸出施設を利用するに当たって、特別の設備をし、又は

備付けの物品以外の物品を利用する場合は、あらかじめ市長の許可を受けな

ければならない。 

 （利用許可の取消し等） 

第１２条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するとき、又は障害者



センターの管理上特に必要があるときは、当該許可に係る利用の条件を変更

し、若しくは利用を停止し、又は当該許可を取り消すことができる。 

⑴ この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。 

⑵ 偽りその他不正の行為により利用の許可を受けたとき。 

⑶ 利用の許可の条件又は関係職員の指示に従わないとき。 

⑷ 使用料を納期限までに納付しないとき。 

⑸ 公共の福祉のため、やむを得ない理由があるとき。 

２ 前項の措置によって利用者に損害が生じることがあっても、市は、その責

めを負わない。 

 （入所の制限） 

第１３条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、障害者センタ

ーへの入所を拒否し、又は障害者センターからの退所を命ずることができる。 

⑴ 他人に危害を及ぼし、又は他人の迷惑となるおそれがある者 

⑵ その他市長が管理上支障があると認める者 

 （使用料） 

第１４条 障害者センターの使用料は、無料とする。ただし、利用者が障害者

団体等以外のものであるときは、別表に掲げる額の使用料を納付しなければ

ならない。 

（使用料の減免） 

第１５条 市長は、必要があると認めるときは、前条ただし書の使用料を減額

し、又は免除することができる。 

（使用料の還付） 

第１６条 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長は、必要があると認め

るときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（原状回復の義務） 

第１７条 利用者は、貸出施設の利用が終わったときは、速やかに当該貸出施

設を原状に回復し、又は搬入した物件を撤去しなければならない。第１２条

の規定により利用の停止又は許可の取消しの処分を受けたときも、同様とす

る。 

 （損害賠償の義務） 



第１８条 利用者又は入場者が故意又は過失により障害者センターの施設を損

傷し、又は滅失したときは、それによって生じた損害を賠償しなければなら

ない。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

（委任） 

第１９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

別表（第６条、第１４条関係） 

区  分 

貸出施設 
午前  午後  夜間  全日 

多目的室（１室ごと） ５００円 ５００円  ６１０円  １，４７０円 

大会議室 ２５０円 ２５０円  ３１０円  ７５０円 

小会議室 １２０円 １２０円  １５０円  ３６０円 

展示コーナー ３７０円 ３７０円  ４６０円  １，１１０円 

和室 １４０円 １４０円  １６０円  ３９０円 

調理室 ６１０円 ６１０円  ７４０円  １，７９０円 

多機能室 ５２０円 ５２０円  ６３０円  １，５３０円 

備考 

１  午前とは午前８時３０分から午後零時３０分までを、午後とは午後

１時から午後５時までを、夜間とは午後６時から午後１０時までを、全

日とは午前８時３０分から午後１０時までをいう。 

２  利用者が入場料その他これに類する料金を徴収する場合又は営利を

目的として物品の販売若しくは宣伝を行う場合は、使用料の１００分の

５０を加算した額とする。 

３  利用者が利用時間を超過して施設等を利用した場合の使用料は、超

過時間１時間（１時間未満は、１時間とみなす。）につき超過して利用

する区分の使用料の１００分の３０を加算した額とする。 

４  ２又は３に規定する使用料の額に１０円未満の端数が生じたときは、



これを切り捨てるものとする。 

５ 使用料の額には、消費税相当額を含む。 

 

 

 伊勢崎市工場立地法に基づく準則を定める条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

  平成２８年１０月５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第５２号 

伊勢崎市工場立地法に基づく準則を定める条例の一部を改正する条例 

 伊勢崎市工場立地法に基づく準則を定める条例（平成２８年伊勢崎市条例第

２８号）の一部を次のように改正する。 

第１条及び第３条中「第４条の２第２項」を「第４条の２第１項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

 市長の給与の特例に関する条例をここに公布する。 

  平成２８年１０月１５日 

 

伊勢崎市長 五十嵐 清 隆   

 

伊勢崎市条例第５３号 

市長の給与の特例に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、平成２８年１０月１日から平成２８年１１月３０日まで

の間（以下「特例期間」という。）における市長の給料の支給額を減額する

ため、伊勢崎市特別職の職員の給与等に関する条例（平成１７年伊勢崎市条



例第４３号。以下「特別職給与条例」という。）の特例を定めるものとする。 

（給料月額の特例） 

第２条 特例期間における市長の給料月額は、特別職給与条例第３条の規定に

かかわらず、同条第１号に定める給料月額からその１００分の１０に相当す

る額を減じた額とする。 

 （手当の額の算出の基礎となる給料月額） 

第３条 伊勢崎市特別職の職員の退職手当に関する条例（平成１７年伊勢崎市

条例第４８号）第３条に規定する退職手当の額の算出の基礎となる給料月額

については、前条の規定は適用しない。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、平成２８年１０月１日から適用する。 

（この条例の失効） 

２ この条例は、平成２８年１１月３０日限り、その効力を失う。  


